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退職金制度の確立は、従業員の確保と定着化をはかり、企業経営の発展に役立ちます。

この制度を採用することにより、中小企業でも安定した退職金制度が容易に確立できます。

月々、定額の掛金を支払うことにより、将来の退職金を計画的に準備できます。

この制度は、「勤労者退職金共済機構」が実施する退職金制度（中退共）との
重複加入が認められます。　他の特定退職金共済制度との重複加入は認められません。

この制度を採用することにより、法律で定められた退職金支払いのための
保全措置が講ぜられます。（賃金の支払の確保等に関する法律第 5条）

この制度の掛金は、生命保険会社に運用を委託しております。

事業主が負担するこの制度の掛金は、全額損金または必要経費に計上できます。
しかも従業員の給与所得にもなりません。（所得税法施行令第 64 条、法人税法施行令第135条）

特定退職金共済制度（特退共）の概要
☆この制度は、所得税法施行令第７３条第１項各号の要件を備えた「東海商工会議所退職金共済規程」（以下「退
職金共済規程」）に基づき、東海商工会議所（以下「商工会議所」）が所轄税務署長から承認を受け、実施し
ております。

○東海商工会議所の地区内に事業所を有する事業主（法人又は個人）

加入事業主（共済契約者）

～～～以下、「退職金共済規程」の中で特に重要な事項を中心に記載しておりますので、ご確認のうえお申し込みください。～～～



被共済者になれる従業員

○事業主（共済契約者）と雇用関係にあり、加入日現在において満１５歳以上満６５歳以下の従業員
※下記の方を除き、使用人兼務役員※を含む従業員全員を被共済者とする必要があります。

○被共済者としなくてもよい従業員
①臨時に雇われている者
②季節的な仕事のために雇われている者
③試用期間中の者
④非常勤の者
⑤パートタイム労働者
⑥休職中の者
⑦退職金規程等により退職金の支払勤続年数に満た
ない者
（例：退職金規程上、勤続２年未満の者）

被共済者になれない方

○個人事業主および個人事業主と生計を一にする親族
○法人の役員（使用人兼務役員※を除く）
○他の特定退職金共済制度の被共済者

○事業主（共済契約者）は、１口１,０００円として従業員（被共済者）１人につき最高３０口（３０,０００円）まで
基本掛金を毎月納入できます。
◇追加加入と基本掛金の増額は、毎月お取り扱いいたします。（基本掛金の減額は、原則としてお取り扱いいた
しません。）

○基本掛金は、従業員（被共済者）が退職する月まで毎月継続して納入する必要があります。
○基本掛金は、全額事業主（共済契約者）負担となります。
◇基本掛金は、いかなる場合（懲戒解雇等を含む）も事業主（共済契約者）には返還いたしません。
◇事業主（共済契約者）は、従業員（被共済者）のうち特定の者につき不当な差別的取り扱いをすることはでき
ません。

基本掛金

加入申込手続

○基本掛金（申込金を含む）は、商工会議所の指定する金融機関より毎月２３日（金融機関休業日の場合は翌営
業日）にご指定の預金口座より振替させていただきます。
○２回目以降の基本掛金が口座振替不能となった場合、その翌月に２か月分を振替させていただきます。

基本掛金の納入方法

○お申し込みにあたり、従業員（被共済者）の加入同意が必要です。
○「特定退職金共済制度加入申込書」に所定の項目をご記入のうえ、毎月１０日までに商工会議所又は引受生命保
険会社へご提出ください。
○毎月１０日までのお申し込み分については、翌月２３日（金融機関休業日の場合は翌営業日）に申込金（加入承
諾により初月分掛金に充当）をご指定の預金口座より振替させていただきます。
◇振替ができれば、振替日の翌月１日が本制度の加入日（共済契約成立日）となります。
◇振替ができなかった場合は、お申し込みを取消されたものとみなします。
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※使用人兼務役員とは、法人税法第３４条第６項
に規定された使用人としての職務を有する役
員です。

【法人税法 第３４条第６項】
　第１項に規定する使用人としての職務を有す
る役員とは、役員（社長、理事長その他政令
で定めるものを除く。）のうち、部長、課長
その他法人の使用人としての職制上の地位を
有し、かつ、常時使用人としての職務に従事
するものをいう。

（使用人兼務役員とされない役員）
【法人税法施行令 第７１条第１項】
一　代表取締役、代表執行役、代表理事及び
清算人

二　副社長、専務、常務その他これらに準ず
る職制上の地位を有する役員

〔三以下省略〕



●被共済者の勤務期間にあわせて積立ができますので、充実した退職金制度が確
立できます。
●この取り扱いによる掛金（以下「過去勤務掛金」といいます。）は全額が損金
（必要経費）に計上できます。

制度加入前の勤務期間（過去勤務通算期間）の設定
入社日から制度加入日までの期間を「過去勤務通算期間」として被共済者ごとに
設定してください。
過去勤務通算期間は10年間を限度とします。（年未満の端数月は切捨て）

過去勤務通算口数
過去勤務通算口数は基本申込口数＊の範囲内でかつ30口を限度とします。

過去勤務期間の通算のお申込み
過去勤務期間の通算は、共済制度契約時の被共済者全員について申し込むことが
必要です。一部の被共済者のみ過去勤務期間の通算の申し込みをすることはでき
ません。
○新規加入事業所
加入時にお申し込みください。以後のお取り扱いはできません。

○既加入事業所
過去勤務掛金の通算のお申し込みはできません。
過去勤務掛金の通算を行っている事業所においては過去勤務通算口数を途
中で変更することや廃止することはできません。

過去勤務掛金
過去勤務掛金は過去勤務通算期間、過去勤務通算口数、および償却期間により被
共済者ごとに計算されます。

償却期間（過去勤務掛金の払込期間）
払込期間は過去勤務通算期間と同一年数です。ただし、過去勤務通算期間が６年
以上の場合は払込期間は５年とします。

効力発生日
過去勤務期間の通算の申し込みの効力発生日は基本掛金＊の申し込みの効力発生日
と同日です。

お申し込みの手続きとその後のお取扱い
所定の申込書（基本掛金＊申込書と同一）によりお申し込みください。
過去勤務掛金は、基本掛金＊と同様、毎月23日（金融機関休業日の場合は翌営業日）
に口座振替により納入いただきます。

＊基本申込口数／基本掛金とは、申込書に記載された基本部分申し込みの口数と
掛金のことです。

採用の
メリット

お取扱いの
内容

この制度に加入する前に、勤務期間のある従業員は、加入後の期間と通算して
積立ができます。（新規加入事業所のみ）

過去勤務期間の通算の取扱い



入　社　日・・・2008. 5. 1

加　入　日・・・2019. 6. 1

退　職　日・・・2027. 8.15

加 入 口 数・・・10口

通 算 口 数・・・10口

通 算 期 間・・・10年

償 却 期 間・・・ 5年

●過去勤務通算口数10口の場合

・過去勤務通算期間の計算

加入日－入社日

＝2019. 6. 1－2008. 5. 1

＝11年. 1か月（端数月切捨て）

＝11年 10年間限度のため10年

・償却期間

5年限度のため・・・・5年

・過去勤務掛金　下表より

2,060×10口＝20,600円

過去勤務
掛金の
計算例

過去勤務
期間の
通算の
仕組図

過去勤務通算期間 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

償 却 期 間 1年

過 去 勤 務 掛 金
円

1,000
円

1,020
円

1,020
円

1,020
円

1,030
円

1,230
円

1,440
円

1,640
円

1,850
円

2,060

2年 3年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年

過去勤務掛金月額表（過去勤務債務通算月額　1口  1,000円について）

新規加入事業所用

＊償却期間内で定年等で退職することがわかっている場合にはこの表は使用できません。

過去勤務掛金
払 込 完 了

過去勤務掛金
払 込 開 始

過去
勤務
掛金
払込
完了
後の
退職
一時
金

基本
の掛
金に
対応
する
退職
一時
金

入
社
日

加
入
日

過去勤務通算期間

（10年間限度）

退
職
日

償却期間

（5年間限度）



退職金共済証

○共済契約成立後、従業員（被共済者）毎の「特定退職金共済制度　退職金共済証」を発行し、事業主（共済
契約者）へお届けします。
○事業主（共済契約者）は、共済契約成立について従業員（被共済者）に通知する必要があります。

○退職金は、退職した従業員（被共済者）へ直接お支払いいたします。
◇いかなる場合（懲戒解雇等を含む）も事業主（共済契約者）にはお支払いいたしません。

【退職年金】
従業員（被共済者）が、加入期間５年以上で死亡以外の事由により退職したときに、加入口数および掛金納
入期間に応じた金額をお支払いいたします。
年金の支給期間は１０年で、年４回（２月、５月、８月、１１月）、３か月分をまとめてお支払いいたします。
◇従業員（被共済者）が、退職年金に代えて一時金を希望したときは、一時金でお支払いいたします。
◇年金月額が１０,０００円未満の場合は、退職年金に代えて一時金でお支払いいたします。

【退職一時金】
従業員（被共済者）が、加入期間５年未満で死亡以外の事由により退職したときに、加入口数及び掛金納入
期間に応じた金額をお支払いいたします。

【死亡退職一時金】
従業員（被共済者）が、死亡により退職したときに、退職一時金の金額に加え、加入口数１口につき１,０００
円を加算した金額を、「退職金共済規程」に定める遺族へお支払いいたします。

○退職金の請求は、大樹生命保険株式会社に備付の請求書に退職事実が分かる書類等の必要書類を添えて、
商工会議所へご提出ください。

退 職 金

○事業主（共済契約者）が、掛金納入を６か月以上怠ったとき、商工会議所は共済契約を解除します。
○従業員（被共済者）が、退職せず次に該当したとき、商工会議所は当該被共済者の共済契約を解除します。
①個人事業主
②個人事業主と生計を一にする親族
③法人の役員（使用人兼務役員を除く）
◯従業員（被共済者）が、偽りその他不正行為によって、退職金もしくは解約手当金の支払いを受けたとき
又は受けようとしたとき、商工会議所は当該被共済者の共済契約を解除します。
○事業主（共済契約者）は、被共済者の同意を得た場合に限り、共済契約を解除できます。
○共済契約が解除となった場合、【解約手当金】を従業員（被共済者）へ直接お支払いいたします。
※いかなる場合も事業主（共済契約者）にはお支払いいたしません。

共済契約の解除

2月

2/10
加入申込締切

3月

3/23
申込金振替

5月

5/23
2回目掛金振替

6月

6/23
3回目掛金振替

4月

4/1
加入日

商工会議所から事業主（共済契約者）へ「退職金共済証」を交付

　⇒　従業員（被共済者）へ共済契約成立の通知

※加入の流れ〔4月1日加入の場合〕



【掛　金】
○事業主（共済契約者）が納入した掛金は、全額損金（必要経費）となります。〔法人税法施行令第１３５条、
所得税法施行令第６４条〕

【退職年金】
○退職年金は、雑所得として公的年金等控除が受けられます。〔所得税法第３５条、所得税法施行令第８２条の２〕

【退職一時金】
○退職一時金は、退職所得として退職所得控除が受けられます。〔所得税法第３０条、所得税法施行令第７２条〕

【死亡退職一時金】
○遺族が受け取る死亡退職一時金は、相続財産として相続税の対象となります。〔相続税法第３条、第１２条〕

【解約手当金】
○解約手当金は、一時所得となります。〔所得税法施行令第７６条〕

税法上の取扱 （一般的な取扱について記載しておりますので、個別の取扱は税務署等にご確認ください。）

基本給付額表
（１口 月額1,000円）

掛金納入期間 退職一時金額 退職年金月額 死亡退職一時金額

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
15
20
25
30

●上表は「退職金共済規程」に基づく加入口数1口あたりの基本給付額です。
○退職一時金、退職年金は、「退職金共済規程」に基づき、加入口数及び掛金納入期間に応じて
支給します。
○上表は、新規加入・増口部分についての支給額です。
※加入後の制度財政状況等により、「退職金共済規程」改定に基づき、支給額が変更となる場合
があることを予めご承知おきください。

12,100
23,490
35,170
46,990
58,690
70,460
82,310
94,240
106,260
118,350
180,050
243,860
309,840
378,090

（490）
（600）
（700）
（800）
（900）

（1,010）
（1,540）
（2,090）
（2,660）
（3,250）

11,100
22,490
34,170
45,990
57,690
69,460
81,310
93,240
105,260
117,350
179,050
242,860
308,840
377,090

（年） （円） （円） （円）
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引受生命保険会社連絡先 ●このパンフレットをお届けした担当者

※本資料は、「退職金共済規程」に基づき、特定退職金共済制度の概要を説明したものです。
記載のない事項は「退職金共済規程」に基づき運営されます。
なお、今後、制度・運用資産・税制等の改正により記載内容が変更となる場合があります。
ご不明な点がございましたら、下記までご照会願います。

【個人情報の取り扱いについて】
本共済制度の運営にあたり、商工会議所は、申込書類に記載の個人情報（氏名、性別、生年月日等）を本共済制度
の事務手続きのために使用し、商工会議所が保険契約を締結する引受生命保険会社（大樹生命保険株式会社（事務
幹事会社）および共同取扱会社）へ提出します。
引受生命保険会社は受領した個人情報を各種保険契約のお引き受け・ご継続・維持管理、一時金・年金等のお支払
い、その他保険に関連・付随する業務のために利用（注）し、また、商工会議所および他の引受生命保険会社に上記
目的の範囲内で提供します。
なお、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き、商工会議所および引受生命保険会社においてそれぞれ
上記に準じ個人情報が取り扱われます。引受生命保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人
情報は変更後の引受生命保険会社にも提供されます。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、利用目的が制限されています。

【制度の運営について】
○本制度において、掛金は、主に商工会議所が引受生命保険会社（大樹生命保険株式会社（事務幹事会社）および
共同取扱会社）と締結した新企業年金保険契約に基づき運用されます。
○加入申込書の受理、給付金請求書の受付等、一部業務については引受生命保険会社へ業務委託しております。

●お問い合わせ

東海商工会議所
〒476－0013　愛知県東海市中央町四丁目2番地　　

電話　0562（33）2811

引受生命保険会社

《幹事》大樹生命保険株式会社
アクサ生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
ジブラルタ生命保険株式会社
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